
「災害被災者に対する支援措置に関する要領」に基づく災害被災者への支援一覧

対象業務 措置の内容 根拠 担当部署

就学援助費 添付書類の省略
令和６年能登半島地震により被災した児童生徒等に係る就学援
助、高等学校等就学支援金及び高校生等奨学金等の事務の取扱い
等について（令和6年1月10日）

教育指導室

保育園等の保育料・市立保
育園の給食費・保育園等で
の受け入れ

免除・転園手続をとることな
く、定員を超えての受け入れ

・保育所条例（昭和29年条例第23号）第４条第１項
・富田林市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者
負担額の減免に関する要綱（平成27年富田林市要綱台１２号）第
３条
・富田林市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者
負担等に関する条例（平成27年条例第９号）第８条
・富田林市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に
関する基準を定める条例（平成26年条例第２０号）第２２条
・富田林市立保育所給食費の徴収に関する規則（令和元年富田林
市規則第２１号）第７条

こども未来室

学童クラブ利用料 免除
・富田林市学童クラブ条例（平成19年条例第22号）第５条第３項
・富田林市学童クラブ条例施行規則（平成19年富田林市規則第52
号）第11条、別表

こども未来室

児童手当
請求者本人からの申立書により
受理

・児童手当法（昭和46年法律第73号）第8条第3項
・児童手当法施行規則（昭和46年厚生省令第33号）第11条第2項

こども未来室

児童扶養手当
・所得制限の特例措置
・被災状況書の期限の特例
・添付書類の省略

・児童扶養手当法（昭和36年法律238号）第７条第２項・第１２条

・児童扶養手当法施行規則（昭和36年厚生省令第51号）第２６条第
４項
・厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通知（平成28年4

月15日雇児福発0415第1号）

こども未来室

特別児童扶養手当
・所得制限の特例措置
・被災状況書の期限の特例
・添付書類の省略

・特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行規則（昭和39年厚生

省令第38号）第28条第3項

・特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134

号）第5条の2第2項、第9条第1項、第22条第1項

こども未来室

母子父子寡婦福祉貸付金
償還猶予、措置期間延長及び所
得制限の特例

・母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和39年政令第224
号）第8条第6項、第19条
・母子及び父子並びに寡婦福祉法第32条第3項ただし書き

こども未来室

子育て短期支援事業の短期入
所援助（ショートステイ）事
業

被災を理由とした養育を対象と
する

厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通知（平成28年4
月15日雇児福発0415第1号）

こども未来室

妊婦健康診査受診券・母子
健康手帳

受診券及び手帳の再発行 こども家庭庁成育局母子保健課事務連絡（令和6年1月1日） 健康づくり推進課

乳幼児健診 市民以外も対象とする こども家庭庁成育局母子保健課事務連絡（令和6年1月1日） 健康づくり推進課

助産扶助
・助産施設以外での助産の実施
・事後申請を認める

児童福祉法（昭和22年12月12日法律第164号）第22条第1項 こども未来室

定期予防接種
〔ロタウイルス、ヒブ、小
児用肺炎球菌、B型肝炎、Ｂ
ＣＧ、ジフテリア・百日せ
き・破傷風・ポリオ混合
（DTP－IPV）、麻しん風し
ん混合（MR）、水痘、日本
脳炎、ジフテリア・破傷風
（DT）、ヒトパピローマウ
イルス（HPV）、高齢者イン
フルエンザ及び行政措置予
防接種〕

市民以外も対象とする

・厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部予防接種課事務連絡
（令和６年１月１０日）
・富田林市予防接種事業実施要綱（平成13年富田林市要綱第47
号）附則第２項

健康づくり推進課

高齢者肺炎球菌ワクチン接
種

市民以外も対象とする

・厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部予防接種課事務連絡
（令和６年１月１０日）
・富田林市予防接種事業実施要綱（平成13年富田林市要綱第47
号）附則第２項
・富田林市任意予防接種費用助成事業実施要綱（平成26年富田林
市要綱第87号）第２条

健康づくり推進課

自立支援医療費 負担の軽減
・厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課、障害福祉課、
精神・障害保健課事務連絡（平成23年３月11日）
・平成18年障害保健福祉部長通知（障発0331006号）

障がい福祉課

障害福祉サービスに要する
利用者負担

減免
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の
施行に関する規則（平成19年富田林市規則第21号）第15条

障がい福祉課

地域生活支援事業（移動支
援事業、日常生活用具給付
等事業、日中一時支援事
業、訪問入浴サービス事
業）の利用者負担

免除
富田林市地域生活支援事業実施規則（平成18年富田林市規則第43
号）第６条

障がい福祉課

障害児通所サービスに要す
る利用者負担

減免
児童福祉法の規定に基づく障害児通所給付費等の支給等に関する
規則(平成24年富田林市規則第15号）

障がい福祉課

補装具 負担の軽減 平成19年障害保健福祉部長通知（障発0327004号） 障がい福祉課
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特別障害者手当
・所得制限の特例措置
・被災状況書の期限の特例
・添付書類の省略

・障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省令（昭和
50年厚生省令第34号）第18条第2項
・特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134
号）第5条の2第2項、第9条第1項、第22条第1項

障がい福祉課

障害児福祉手当
・所得制限の特例措置
・被災状況書の期限の特例
・添付書類の省略

・障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省令（昭和
50年厚生省令第34号）第18条第2項
・特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134
号）第5条の2第2項、第9条第1項、第22条第1項

障がい福祉課

保険料の減免
富田林市国民健康保険料及び一部負担金の徴収猶予又は減免に関
する規則（平成13年富田林市規則第32号）第４条

保険年金課

利用者負担額の減免
富田林市国民健康保険料及び一部負担金の徴収猶予又は減免に関
する規則（平成13年富田林市規則第32号）第５条

保険年金課

被保険者証なしでの受診 厚生労働省保険局事務連絡（令和6年1月11日） 保険年金課

介護保険 保険料の5割又は10割減免
富田林市介護保険料の徴収猶予及び減免に関する規則（平成12年
富田林市規則第62号）第３条第１項

高齢介護課

居宅介護サービス・施設介
護サービス・住宅改修費・
福祉用具購入費等

5割、7割、10割の減免
・介護保険法（平成９年法律第１２３号）第50条及び第60条
・富田林市介護保険事業における居宅介護（支援）サービス費等
の額の特例に関する要綱（平成12年富田林市要綱第36号）第２条

高齢介護課

国民年金 保険料の免除 国民年金法（昭和34年法律第141号）第90条第１項第４号 保険年金課

市営住宅 一時使用の許可
・被災者への市営住宅の一時使用許可に関する取扱い要領
・令和６年能登半島地震被災者への市営住宅の一時使用許可に関
する取扱い内規

住宅政策課

生活支援物資
市営住宅を一時使用する場合に
貸与

・市営住宅を一時使用する令和６年能登半島地震被災者へ貸与す
る生活支援物資に関する取扱い

住宅政策課

水道料金 免除 富田林市水道事業給水条例（昭和36年条例第11号）第34条 上下水道総務課

下水道使用料 免除
富田林市下水道条例（昭和56年条例第22号）第20条

上下水道総務課

浄化槽使用料 免除
富田林市公共浄化槽整備推進事業に関する条例（平成17年条例第
21号）第13条

上下水道総務課

住民基本台帳の転入届

・転出証明書を提出できない場
合でも受付ける
・在留カード、特別永住者証明
書を滅失等した場合でも受付け
る

・総務省自治行政局住民制度課長通知（令和６年１月５日）
・出入国在留管理庁　在留管理支援部在留企画室長通知
（令和６年１月９日）

市民窓口課

特別永住者証明書の変更届
出・申請

定められた期限を過ぎた届出、
申請であっても受付ける。（住
居地の届出・特永証の記載事項
変更・特永証等）

・出入国在留管理庁　在留管理支援部在留企画室長通知
（令和６年１月９日）

市民窓口課

住民票及び戸籍に関する証
明書の発行

手数料の免除 富田林市手数料条例（昭和51年条例第22号）第５条第７号 市民窓口課

市税に関する証明書の発行 手数料の免除 富田林市手数料条例（昭和51年条例第22号）第５条第７号 課税課・収納管理課

減免
・富田林市税条例（昭和60年条例第30号）第45条
・災害による被災者に対する市税の減免に関する条例（昭和36年
条例第18号）第２条及び第２条の２

課税課

雑損控除額等の特例 富田林市税条例（昭和60年条例第30号）附則第3条の2 課税課

徴収の猶予 地方税法（昭和25法律第226号）第15条 収納管理課

小学校給食費 学校給食費の減免
富田林市学校給食費に関する条例施行規則(平成25年3月29日規則
第23号)第10条

学校給食課

幼稚園給食費 幼稚園給食費の減免
富田林市幼稚園給食費に関する規則(令和3年1月12日規則第1号)
第11条

学校給食課

保険料の減免

・高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第
111条及び厚生労働省保険局高齢者医療課事務連絡（平成25年5月
2日）
・大阪府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例第
18条

福祉医療課

保険料の徴収猶予

・高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第
111条及び厚生労働省保険局高齢者医療課事務連絡（平成25年5月
2日）
・大阪府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例第
17条

福祉医療課

医療機関での自己負担金免除

・高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第69
条及び厚生労働省保険局高齢者医療課事務連絡（平成25年5月2
日）
・大阪府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例第
18条

福祉医療課

被保険者証なしでの受診 厚生労働省保険局医療課事務連絡（令和6年1月1日） 福祉医療課

後期高齢者医療

国民健康保険

市民税

2 



その他の支援一覧　　※「災害被災者に対する支援措置に関する要領」に基づくもの以外。

対象業務 措置の内容 根拠、その他 担当部署

児童館活動参加費等 減免
富田林市立児童館活動参加経費等の減免取扱要綱第3条別表減免
基準表（5）

児童館

緊急的対応としての一時的
な食料支援

食料支援 増進型地域福祉課

能登半島地震による被災世
帯を対象とした福祉資金

緊急小口資金 増進型地域福祉課

女性の悩み相談 相談 フェミニストカウンセラーへの１回50分の相談が利用可能 人権・市民協働課

人権なんでも相談 相談 人権擁護委員による人権なんでも相談が利用可能 人権・市民協働課
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